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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第21期
第２四半期
累計期間

第22期
第２四半期
累計期間

第21期

会計期間
自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日

自　平成24年６月１日
至　平成24年11月30日

自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日

売上高 (千円) 203,866 222,200 460,079

経常損失（△） (千円) △58,898 △57,494 △62,985

四半期（当期）純損失
（△）

(千円) △58,927 △68,057 △70,120

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 363,950 363,950 363,950

発行済株式総数 (株) 17,800 1,780,000 17,800

純資産額 (千円) 1,091,738 1,011,940 1,082,221

総資産額 (千円) 1,161,393 1,117,921 1,190,144

１株当たり四半期（当
期）純損失金額（△）

(円) △37.06 △42.80 △44.10

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ─ ―

１株当たり配当額 (円) ― ─ 250.00

自己資本比率 (％) 94.0 90.5 90.9

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △38,313 △69,633 △22,951

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 53,056 55,251 67,376

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △7,689 △3,329 △7,822

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 91,674 103,513 121,224

　

回次
第21期
第２四半期
会計期間

第22期
第２四半期
会計期間

会計期間
  自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日

 自　平成24年９月１日
至　平成24年11月30日

１株当たり四半期純損
失金額（△）

（円） △7.63 △10.99
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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．平成24年６月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第21期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失金額を算定しております。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重

要な変更があった事項は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであり

ます。

　
(継続企業の前提に関する重要事象等について)

当社は、当第２四半期累計期間の実績も前事業年度に引き続き営業損失、四半期純損失及びマイナスの

営業キャッシュ・フローを計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況が存在しております。

しかしながら、「３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(5)継続企業の前提に関

する事項についての対応策等について」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応策を実

施しており、財務基盤も安定していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない

と判断しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間(平成24年６月１日から平成24年11月30日まで)におけるわが国経済は、東日本

大震災の復興需要等を背景に緩やかな回復が見られましたが、欧州債務危機問題や新興国景気の減速、長

期化する円高等の懸念材料が多く、国内の設備投資や消費マインドの改善も進まない等、先行き不透明な

状況が続いております。

情報サービス産業におきましては、震災対応や先送りしてきたシステム更改等の開発案件の需要は見

込まれるものの、企業や地方自治体のIT投資が本格的な回復に至るまでには時間がかかるものと思われ

ます。

このような状況の下、当社はメール配信サービスを提供するバイザー株式会社と業務提携を行い、主に

地方自治体の防災・防犯分野を対象として、地図情報配信サービスと一斉メール配信をクラウド型で提

供するサービスの提案を行うとともに、受託開発案件の獲得にも注力いたしました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高については、ライセンス販売の売上は前年同四半期を下回

りましたが、受託開発及び受託開発に伴うデジタル地図等の販売が増加したことから、222,200千円（前

年同四半期比9.0％増）となりました。
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利益面では、デジタル地図等の仕入の増加や地図情報配信サービスの契約数増加を目的とした初期開

発のコストが発生したこと等により、売上総利益が50,131千円（前年同四半期比3.5%減）にとどまった

ことから、営業損失61,530千円（前年同四半期は営業損失62,938千円）、経常損失57,494千円（前年同四

半期は経常損失58,898千円）となりました。また、一部の固定資産について減損損失として10,562千円を

特別損失に計上したことから四半期純損失は68,057千円（前年同四半期は四半期純損失58,927千円）と

なりました。

なお、当社事業は顧客の決算期である３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売

上高が偏重する傾向があることから、各四半期の業績に季節変動があります。

また、当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、1,117,921千円となり、前事業年度末と比較して72,223千

円の減少となりました。これは主に、現金及び預金が92,715千円減少したことによるものであります。

負債は、105,980千円となり、前事業年度末と比較して1,942千円の減少となりました。これは、賞与引当

金が6,205千円増加した一方で、流動負債のその他に含まれる未払費用が3,876千円、前受収益が3,670千

円、それぞれ減少したこと等によるものであります。

純資産は、1,011,940千円となり、前事業年度末と比較して70,281千円の減少となりました。これは、四

半期純損失の計上や配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ

て17,710千円減少し、103,513千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において営業活動の結果支出した資金は、69,633千円（前年同四半期比

31,319千円増）となりました。これは主に、税引前四半期純損失が68,056千円あったことによるもので

あります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において投資活動の結果獲得した資金は、55,251千円（前年同四半期比2,194

千円増）となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入が130,000千円、有価証券の償還による

収入が40,000千円あった一方で、定期預金の預入による支出が55,000千円、投資有価証券の取得による

支出が60,000千円あったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において財務活動の結果支出した資金は、3,329千円（前年同四半期比4,360

千円減）となりました。これは、配当金の支払によるものであります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(5)継続企業の前提に関する事項についての対応策等について

当社は、当第２四半期累計期間の実績も前事業年度に引き続き営業損失、四半期純損失及びマイナスの

営業キャッシュ・フローを計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況が存在しております。

当社は、当事業年度における重要な経営課題として、①新機能・新サービスの付加による新規顧客の開

拓、②防災・防犯分野での案件開拓、③内製化の推進等によるコスト競争力の強化、④ソフトウェアの品

質向上、の4項目を認識し、その対応策を含む事業計画を着実に遂行すべく事業活動を展開しております。

今後も引き続きこれらの経営課題に取り組むことにより、営業利益及び営業キャッシュ・フローの黒字

化を図り、当該事象等の解消を図る所存であります。

なお、上記のような状況であるものの、当第２四半期会計期間末において有利子負債は存在せず、当座

資産も711,182千円あることから、事業活動を継続していく上で財務状況は安定しており、継続企業の前

提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

　

(6) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、3,774千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,500,000

計 4,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年1月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,780,000 1,780,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 1,780,000 1,780,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月１日～
平成24年11月30日

― 1,780,000 ― 363,950 ― 353,450

　

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

 7/19



　

(6) 【大株主の状況】

平成24年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ディキャピタル 大阪府大阪市北区堂島２丁目2-2 185,000 10.39

近　藤　浩　代 兵庫県西宮市 110,000 6.18

宮　崎　正　伸 大阪府泉大津市 92,000 5.17

岡　本　茂　明 兵庫県神戸市灘区 75,000 4.21

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目4-6 60,700 3.41

西　岡　淳 兵庫県宝塚市 56,000 3.15

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４丁目12-3 32,900 1.85

マネックス証券株式会社 東京都千代田区麹町２丁目4-1 26,200 1.47

植　木　努 大阪府枚方市 21,900 1.23

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目6-1 21,700 1.22

計 ― 681,400 38.28

(注) 　上記のほか当社所有の自己株式189,800株（10.66%）があります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 　189,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,589,900 15,899 ―

単元未満株式 普通株式　　　 300 ― ―

発行済株式総数 1,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,899 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ドーン
神戸市中央区磯上通２丁
目２番21号

189,800 ─ 189,800 10.66

計 ― 189,800 ─ 189,800 10.66
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成24年９月１日から

平成24年11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年６月１日から平成24年11月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年５月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 592,568 499,852

売掛金 111,170 127,527

有価証券 33,825 83,803

仕掛品 7,812 11,471

貯蔵品 3,126 2,792

未収還付法人税等 4,101 －

その他 18,186 18,968

貸倒引当金 △111 △127

流動資産合計 770,679 744,287

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,011 1,383

工具、器具及び備品（純額） 6,601 3,114

有形固定資産合計 7,612 4,498

無形固定資産

ソフトウエア 9,126 571

その他 866 230

無形固定資産合計 9,992 801

投資その他の資産

投資有価証券 324,432 297,045

その他 78,440 72,299

貸倒引当金 △1,011 △1,011

投資その他の資産合計 401,860 368,333

固定資産合計 419,465 373,633

資産合計 1,190,144 1,117,921
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年５月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 39,078 38,137

未払法人税等 － 375

未払消費税等 － 1,445

賞与引当金 － 6,205

その他 34,911 26,245

流動負債合計 73,990 72,409

固定負債

長期未払金 27,430 27,430

その他 6,502 6,140

固定負債合計 33,932 33,570

負債合計 107,923 105,980

純資産の部

株主資本

資本金 363,950 363,950

資本剰余金 353,450 353,450

利益剰余金 400,628 328,594

自己株式 △36,594 △36,594

株主資本合計 1,081,433 1,009,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 788 2,540

評価・換算差額等合計 788 2,540

純資産合計 1,082,221 1,011,940

負債純資産合計 1,190,144 1,117,921
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成24年11月30日)

売上高 ※2
 203,866

※2
 222,200

売上原価 151,895 172,068

売上総利益 51,971 50,131

販売費及び一般管理費 ※1
 114,910

※1
 111,661

営業損失（△） △62,938 △61,530

営業外収益

受取利息 496 393

受取配当金 9 9

有価証券利息 3,534 2,549

助成金収入 － 948

その他 1 135

営業外収益合計 4,040 4,036

経常損失（△） △58,898 △57,494

特別損失

固定資産除却損 28 －

減損損失 － ※3
 10,562

特別損失合計 28 10,562

税引前四半期純損失（△） △58,926 △68,056

法人税等 0 1

四半期純損失（△） △58,927 △68,057
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成24年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △58,926 △68,056

減価償却費 4,417 5,181

減損損失 － 10,562

固定資産除却損 28 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △48 16

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,350 6,205

受取利息及び受取配当金 △505 △402

有価証券利息 △3,534 △2,549

売上債権の増減額（△は増加） 48,224 △16,356

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,590 △3,325

仕入債務の増減額（△は減少） △16,793 △941

未払金の増減額（△は減少） △147 920

預り金の増減額（△は減少） △5,404 △2,687

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,199 1,767

前受収益の増減額（△は減少） △4,753 △5,056

その他 3,192 △2,077

小計 △34,690 △76,798

利息及び配当金の受取額 4,306 2,911

法人税等の支払額 △7,929 △859

法人税等の還付額 － 5,113

営業活動によるキャッシュ・フロー △38,313 △69,633

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,000 △55,000

定期預金の払戻による収入 90,000 130,000

有価証券の償還による収入 25,000 40,000

有形固定資産の取得による支出 △8,336 △3,010

無形固定資産の取得による支出 △5,343 －

投資有価証券の取得による支出 △10,153 △60,000

貸付金の回収による収入 3,261 3,261

長期前払費用の取得による支出 △11,371 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 53,056 55,251

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △7,689 △3,329

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,689 △3,329

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,053 △17,710

現金及び現金同等物の期首残高 84,621 121,224

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 91,674

※
 103,513
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【会計方針の変更等】

当第２四半期累計期間
(自  平成24年６月１日  至  平成24年11月30日)

(会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年６月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この変更による当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成24年６月１日
至　平成24年11月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年６月１日
至　平成24年11月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 50,307千円

貸倒引当金繰入額 △48千円

賞与引当金繰入額 2,856千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 51,521千円

貸倒引当金繰入額 16千円

賞与引当金繰入額 2,547千円

※２　当社事業は、顧客の決算期である３月に売上計上さ

れる受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高

が偏重する傾向があることから、各四半期の業績に

季節的変動があります。

※２　　同左

　――――― ※３　減損損失

　　　当第２四半期累計期間において、以下の減損損失を計

上いたしました。

　(1)減損を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 減損損失(千円)

本社 事業用資産 ソフトウェア 6,568

　 　 工具器具備品 3,993

　(2)減損の認識に至った経緯

　　　事業用資産の収益性が低下したことに伴い、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。

　(3)資産のグルーピングの方法

　　　事業用資産を独立のキャッシュ・フロー単位に基づ

いてグルーピングしております。また、遊休資産につ

いては、それぞれの個別物件をグルーピングの最小

単位としております。

　(4)回収可能価額の算定方法

　　　回収可能価額は使用価値により算定しております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年６月１日
至　平成24年11月30日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成23年11月30日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 533,024

有価証券勘定 124,210

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △455,000

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △110,560

現金及び現金同等物 91,674
　 　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成24年11月30日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 499,852

有価証券勘定 83,803

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △410,000

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △70,142

現金及び現金同等物 103,513
　 　

　

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成23年６月１日　至　平成23年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月25日
定時株主総会

普通株式 7,951 1,000平成23年５月31日 平成23年８月26日 利益剰余金

　

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月29日
定時株主総会

普通株式 3,975 250平成24年５月31日 平成24年８月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年11月30日)及び当第２四半期累計期間（自

　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日）

当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年６月１日
至　平成24年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 37円6銭 42円80銭

（算定上の基礎） 　 　

　四半期純損失金額(千円) 58,927 68,057

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

　普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 58,927 68,057

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,590,200 1,590,200

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が
あったものの概要

―

平成17年８月25日定時株
主総会決議によるストッ
ク・オプション
（新株予約権　100個）
上記の新株予約権は、平
成24年８月25日をもって
権利行使期間満了により
失効しております。

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

 2. 当社は、平成24年６月１日付で普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行いましたが、前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失金額を算定しております。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年１月９日

株式会社ドーン

取締役会  御中

　東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 々 木　　寛　　治　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鎌　　田　　修　　誠　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ドーンの平成24年６月１日から平成25年５月31日までの第22期事業年度の第２四半期会計期間(平成24

年９月１日から平成24年11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年６月１日から平成24年11月30日ま
で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算
書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドーンの平成24年11月30日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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